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国初出店の日本テナント
も10店舗ほどあり、日本
企業の海外進出という面
でも期待が寄せられる

韓国の不動産ファンド・私募REIT運用会社のJR AMCが、

日本の不動産を投資対象とするファンドの組成を計画して

いる。早ければ来年ごろから投資を開始。組成から3～5年

程度で3～400億円規模の投資をJR AMCの主要投資家

層である韓国の年金基金から募り、銀行借り入れと合わせ

1,000億円程度の不動産投資を当面の目標としている。ま

た、同社は日本でのパートナーとして、不動産証券化のアレ

ンジメントやコンサルティングなどを手掛けるビーロットと今

年9月にファンド運用やアドバイザリーについての業務提携

契約を締結した。ビーロットにとっては、本件が実質的に初

の大型AM受託案件となる。

具体的な投資内容・目線については、物件の取得難が叫ば

れている現在の市況を鑑みつつ、臨機応変に決定していく構

え。主要投資家が年金であるため、安定収益を求め東京都

内のコア型物件を中心にみていきたいとしているが、過去に

多様なタイプの物件への投資実績もあるため特定アセット

ジョーンズ ラング ラサールは10月11日、アジア・パシフィッ

ク地域ならびに日本の不動産市場の現況と2012年の展望

について、以下のような見解を発表した。

◎アジア・パシフィック地域の経済は引き続きアウトパフォー

ムし、オフィス需要を支える

年初から第3四半期まで（1～9月）の商業不動産投資額は前

年比約10％増、約670億米ドルに達した。これは、アジア・

パシフィック地域で新興国の着実な経済成長と先進国経済

の回復がオフィス需要を支えたことにより、今後も引き続き

アウトパフォームしていくと予測している。

2012年末までの4年間のストック増加率はムンバイ

+137％、北京+61％、上海+51％、シンガポール+40％、東

京+22％の規模となるが、オフィス需要については、特にイ

ンドと中国が大きなシェアを占める。同地域全体の年間需

要（ネット・アブソープション）は500万㎡超と過去最高水準と

なったが、その7割強がインドと中国で占められた。

にこだわらないという。

運用会社のJR AMCは2008年11月に設立。AUMは約

975億円（1ウォン＝0.065円換算）で韓国AM会社では第2位

の規模。同社会長のリー・バンジュ氏はかつて現代自動車

の代表取締役社長を務めた人物でもあり、財界への強力な

パイプを持つ。ビーロット代表取締役社長 宮内誠氏はJR 

AMCが日本を投資先に選んだ理由を「韓国内の不動産市場

の不況や投資対象不足をカバーし、かつ他国に比し極めて

高いイールドギャップを挙げています」と述べている。

両社は、今後早期の投資機会を実現すべく、物件情報の収

集および検討を進めていくとしている。

◎大半の市場は賃料、価格ともさらなる回復・上昇が見込ま

れるが、投資活動はやや変化する可能性がある。

2006年第4四半期（10-12月）以降でみて同地域の足元の賃

料トレンドは、北京がピーク時と比べ+23％となっている（上

海 -9％、香港 -10％、東京-47％、シンガポール-46％）。しかし

取引価格では北京+84％、香港+48％、上海+22％（シンガ

ポール-17％、東京-54％）とピーク時を上回っており、加熱傾

向がうかがえる。

これに対し東京市場は、2012年に復興需要を背景に

+3.5％の経済成長が予測されるなか既に空室率が4.1％、

賃料も底値圏にあり来年は10％上昇へ向かうと予測。欧州

債務危機、米国景気減速が懸念されるなか、投資家の関心

は安定性の高い市場へ向かっており、世界不動産市場にお

ける日本の重要性がさらに見直されると指摘。現在の価格

目線ギャップも買主が目線を上げることで解消されていくと

の見解が示された。

韓国年金資金を背景に数百億円規模のファンド組成を計画
日本でのAM・アドバイザリー業務はビーロットが受託

アジア・パシフィック地域の不動産市場は2012年も堅調
ジョーンズ ラング ラサール調査

ビーロット代表取締役社長
宮内誠氏
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